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(57)【要約】
【課題】樹脂成形品の所望の位置で所望の方向の内部の
残留応力を算出する。
【解決手段】
　樹脂成形品２の所定の位置２４を所定の方向２１５に
レーザ光を用いて穿孔したときの表面の歪み量の変化を
測定することで、樹脂成形品の内部の前記所定の方向に
おける所定の位置での残留応力を算出し、前記所定の位
置は機械的手段による加工が困難な位置を含み、前記レ
ーザ光はパルス幅が１０ピコ秒以下の短パルスレーザで
あり、穿孔による熱影響が小さく、前記樹脂成形品は無
着色品を含む。
【選択図】図６



(2) JP 2017-111122 A 2017.6.22

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂成形品の所定の位置を所定の方向にレーザ光を用いて穿孔したときの表面の歪み量
の変化を測定することで、前記樹脂成形品の内部の前記所定の方向における所定の位置で
の残留応力を算出することを特徴とする残留応力算出方法。
【請求項２】
　前記所定の位置は、前記樹脂成形品の表面において外部からレーザ光が到達可能な位置
であることを特徴とする請求項１に記載の残留応力算出方法。
【請求項３】
　前記所定の位置は、ドリルを含む機械的手段による穿孔が困難な機械穿孔困難部位にあ
ることを特徴とする請求項２に記載の残留応力算出方法。
【請求項４】
　前記機械穿孔困難部位は、前記樹脂成形品の表面に含まれる複数の平面が交わる稜又は
頂点であることを特徴とする請求項３に記載の残留応力算出方法。
【請求項５】
　前記機械穿孔困難部位は、前記機械的手段が到達できない位置であることを特徴とする
請求項３に記載の残留応力算出方法。
【請求項６】
　前記樹脂成形品は、ドリルによる穿孔が困難なサイズであることを特徴とする請求項２
に記載の残留応力算出方法。
【請求項７】
　前記樹脂成形品は、前記所定の位置における肉厚が１ｍｍ以下であることを特徴とする
請求項２に記載の残留応力算出方法。
【請求項８】
　前記樹脂成形品に穿孔した径が１００μｍ以下であることを特徴とする請求項２に記載
の残留応力算出方法。
【請求項９】
　前記レーザ光は、パルス幅が１０ピコ秒以下のパルスレーザであることを特徴とする請
求項１から８のいずれか一項に記載の残留応力算出方法。
【請求項１０】
　前記樹脂成形品は、着色剤を含まない樹脂によって成形されたことを特徴とする請求項
１から９のいずれか一項に記載の残留応力算出方法。
【請求項１１】
　前記所定の位置に前記所定の方向に第一穿孔深さの穿孔部を有する前記樹脂成形品に発
生する第一応力を取得する工程と、
　前記所定の位置に前記所定の方向にレーザ光を用いて前記穿孔部を前記第一穿孔深さか
ら第二穿孔深さまで穿孔し、前記第二穿孔深さを有する前記樹脂成形品の表面の第二歪み
量を測定し、前記第二歪み量から前記樹脂成形品に発生する第二応力を測定する工程と、
　前記第二応力から前記第一応力を差し引くことにより得られる差分を、前記第一穿孔深
さと前記第二穿孔深さとの中間深さにおける残留応力として算出する残留応力算出工程と
、
　を備えることを特徴とする請求項１から１０のいずれか一項に記載の残留応力算出方法
。
【請求項１２】
　前記第一応力を取得する工程は、前記樹脂成形品の表面の第一歪み量を測定し、前記第
一歪み量から前記樹脂成形品に発生する前記第一応力を測定することを特徴とする請求項
１１に記載の残留応力算出方法。
【請求項１３】
　前記第一歪み量及び／又は前記第二歪み量は、歪みゲージによって測定することを特徴
とする請求項１２に記載の残留応力算出方法。
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【請求項１４】
　前記第一穿孔深さは、０以上であることを特徴とする請求項１１から１３のいずれか一
項に記載の残留応力算出方法。
【請求項１５】
　前記歪み量の測定を、前記樹脂成形品の表面の変形をもとにした画像解析により行うこ
とを特徴とする請求項１１から１４のいずれか一項に記載の残留応力算出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザ光を用いて樹脂成形品の内部の残留応力を算出する残留応力算出方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、物体内部の残留応力を測定する技術が提供されている。例えば、表面の注目点で
物体の深さ方向に素材を除去して物体内部の応力をＸ線で測定するとともに、注目点の近
傍表面の素材除去をしていない近傍点において素材除去に起因する応力変化量をＸ線で測
定して開放された内部力を推定し、推定された内部力に因る応力値を物体内部の測定値に
加算することにより残留応力値を得る技術が提供されている（特許文献１参照）。
【０００３】
　また、樹脂成形品の表面に穿孔部と歪み測定部とを設け、ドリルで穿孔部を第一穿孔深
さに穿孔したときに歪み測定部で第一応力を測定し、ドリルで穿孔部を第二穿孔深さまで
さらに穿孔したときに歪み測定部で第二応力を測定し、第二応力から第一応力を差し引い
た差分を第一深さと第二深さの中間の深さにおける残留応力として算出する技術が提供さ
れている（特許文献２参照）。
【０００４】
　一方、従来、レーザパルスビームを利用して材料をアブレーションにより加工する技術
が提供されている。例えば、１０フェムト秒から１０ピコ秒の範囲にあるパルス幅で１つ
以上のパルスからなるビームを用い、控えめなエネルギー量で高い強度とし、スポットサ
イズを小さくすることにより、隣接部域の損傷を低減する技術が提供されている（特許文
献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－２６４７７７号公報
【特許文献２】特開２０１０－２４３３３５号公報
【特許文献３】特開２００２－２０５７１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来の技術を用いて樹脂成形品の内部残留応力を測定しようとすると、
前記特許文献１の技術では物体内部の応力をＸ線で測定できるように深さ方向に所定の大
きさで素材を除去する必要があり、前記特許文献２の技術ではドリルを用いて穿孔する必
要があった。このため、樹脂成形品の形状や部位あるいはサイズによっては、物体の内部
の応力をＸ線で測定することが困難であったり、穿孔部にドリルで穿孔することが困難で
あったりすることがあった。
【０００７】
　この発明は、上述の実情に鑑みて提案されるものであって、樹脂成形品の表面における
所望の位置で所望の方向に内部の残留応力を算出することができるような残留応力算出方
法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　上述の課題を解決するために、この出願に係る残留応力算出方法は、樹脂成形品の所定
の位置を所定の方向にレーザ光を用いて穿孔したときの表面の歪み量の変化を測定するこ
とで、前記樹脂成形品の内部の前記所定の方向における所定の位置での残留応力を算出す
る。前記所定の位置は、前記樹脂成形品の表面において外部からレーザ光が到達可能な位
置であることが好ましい。
【０００９】
　前記所定の位置は、ドリルを含む機械的手段による穿孔が困難な機械穿孔困難部位にあ
ることが好ましい。前記機械穿孔困難部位は、前記樹脂成形品の表面に含まれる複数の平
面が交わる稜又は頂点であることが好ましい。前記機械穿孔困難部位は、前記機械的手段
が到達できない位置であることが好ましい。
【００１０】
　前記樹脂成形品は、ドリルによる穿孔が困難なサイズであることが好ましい。前記樹脂
成形品は、前記所定の位置における肉厚が１ｍｍ以下であることが好ましい。前記樹脂成
形品に穿孔した径が１００μｍ以下であることが好ましい。
【００１１】
　前記レーザ光は、パルス幅が１０ピコ秒以下のパルスレーザであることが好ましい。前
記樹脂成形品は、着色剤を含まない樹脂によって成形されたことが好ましい。
【００１２】
　前記所定の位置に前記所定の方向に第一穿孔深さの穿孔部を有する前記樹脂成形品に発
生する第一応力を取得する工程と、前記所定の位置に前記所定の方向にレーザ光を用いて
前記穿孔部を前記第一穿孔深さから第二穿孔深さまで穿孔し、前記第二穿孔深さを有する
前記樹脂成形品の表面の第二歪み量を測定し、前記第二歪み量から前記樹脂成形品に発生
する第二応力を測定する工程と、前記第二応力から前記第一応力を差し引くことにより得
られる差分を、前記第一穿孔深さと前記第二穿孔深さとの中間深さにおける残留応力とし
て算出する残留応力算出工程と、を備えることが好ましい。
【００１３】
　前記第一応力を取得する工程は、前記樹脂成形品の表面の第一歪み量を測定し、前記第
一歪み量から前記樹脂成形品に発生する前記第一応力を測定することが好ましい。前記第
一歪み量及び／又は前記第二歪み量は、歪みゲージによって測定することが好ましい。
【００１４】
　前記第一穿孔深さは、０以上であることが好ましい。前記歪み量の測定を、前記樹脂成
形品の表面の変形をもとにした画像解析により行うことが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によると、樹脂成形品の形状や部位あるいはサイズにかかわらず、樹脂成形品の
表面における所望の位置で所望の方向の内部の残留応力を算出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、ｚ方向に延びる所定の厚みを有する樹脂成形品において、残留応力を測
定する方向に垂直な面を示す平面図である。
【図２】図２は、第一残留応力を導出するまでを示す樹脂成形品の側面断面図である。
【図３】図３は、第二残留応力測定後から第三残留応力導出までを示す樹脂成形品の側面
断面図である。
【図４】図４は、第（ｎ－１）残留応力測定後から第（ｎ－１）残留応力導出までを示す
樹脂成形品の側面断面図である。
【図５】図５は、第一の残留応力から第（ｎ－１）の残留応力までの測定結果をもとに作
成した残留応力分布を示す図である。
【図６】図６は、第一変形例の樹脂成形品を示す斜視図である。
【図７】図７は、第二変形例の樹脂成形品を示す斜視図である。
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【図８】図８は、レーザ光により樹脂に形成した穿孔を示す写真である。
【図９】図９は、レーザ光のパルス幅を変えて樹脂を加工した結果を示す写真である。
【図１０】図１０は、実施例３の樹脂成型品を示す図である。
【図１１】図１１は、レーザ光の照射による穿孔の深さと歪みとの関係を示すグラフであ
る。
【図１２】図１２は、ドリルにより形成した穿孔の深さと歪みとの関係を示すグラフであ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の一実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施形態に何
ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜変更を加えて実施する
ことができる。
【００１８】
　本実施の形態では、樹脂成形品をレーザ光で穿孔することで生じる、成形品表面の歪み
変化を測定することで、樹脂成形品内部の所定の位置での残留応力を算出する。また、複
数の位置での残留応力を算出することで残留応力分布を導出する。以下では、先ず、穿孔
に用いるレーザ光と樹脂成形品とについて説明する。
【００１９】
＜レーザ光＞
　本実施の形態のレーザ光は、樹脂成形品に所定径の穿孔を形成することができるもので
あればよいが、樹脂成形品の残留応力を正確に測定するために、穿孔による熱影響を低減
することが望ましい。このため、本実施の形態では、アブレーションによる物理的な剥離
によって穿孔を形成することができる短パルスレーザ光を使用している。
【００２０】
　本実施の形態では、短パルスレーザ光のパルス幅は、１０フェムト秒（ｆｓ）から１０
ピコ秒（ｐｓ）の範囲とすることができる。パルスエネルギーは、１０ｎＪから１ｍＪの
範囲とすることができる。波長は、２００ｎｍから２μｍの範囲とすることができる。ビ
ーム径は、１００μｍ以下とすることができる。レーザ発生源には、チタン添加サファイ
ア結晶、ネオジウム添加イットリウム・アルミニウム・ガーネット結晶、イッテルビウム
添加イットリウム・アルミニウム・ガーネット結晶、イッテルビウム添加カリウム・ガド
リニウム・タングステン結晶、イッテルビウム添加カリウム・イットリウム・タングステ
ン結晶、エルビウム添加光ファイバ、または、イッテルビウム添加ファイバなどをレーザ
媒体として使用することができる。
【００２１】
　このようなレーザ光を使用することにより、樹脂成形品において、外部からレーザ光が
到達することができる表面において、所望の位置に所望の方向に穿孔を形成することがで
きる。したがって、樹脂加工品においてドリルや旋盤などの従来の機械的手段によっては
穿孔が困難であった部位（以下、機械穿孔困難部位という）であっても、レーザ光を照射
することによって容易に加工することができる。
【００２２】
　この機械穿孔困難部位には、樹脂成形品の表面に含まれる複数の平面が交わる稜又は頂
点、樹脂成形品において機械的手段が到達できない部位、穿孔部において肉厚が小さい樹
脂成形品の部位が含まれる。また、レーザ光により、機械的手段による穿孔が困難なサイ
ズの樹脂成形品、穿孔部の径が小さい樹脂成形品なども容易に加工することができる。
【００２３】
　また、本実施の形態では、レーザ光のアブレーションにより穿孔を形成するために、対
象とする材料に関わらず高い精度で穿孔を形成することができる。また、肉厚が小さい樹
脂成形品に対しても、段階的な穿孔深さで穿孔を形成することができる。
【００２４】
　さらに、短パルスのレーザ光を使用することにより、例えば、着色剤を含まない無着色
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の樹脂成形品に対しても、穿孔を形成することができる。
【００２５】
＜樹脂成形品＞
　本実施の形態の樹脂成形品は、レーザ光を用いて表面の穿孔部に穿孔を形成できるよう
に、ビーム径より実質的に大きなサイズを有し、レーザ光により穿孔が形成できるような
性質を有する材料で形成されていればよい。また、樹脂成形品は、表面において穿孔によ
る応力の変化が測定できるように、少なくとも穿孔部の近傍で画定した表面を有するもの
であればよい。
【００２６】
　以下では、説明の便宜上、樹脂成形品は、所定の厚みを有し、厚み方向に垂直な面に樹
脂成形品をレーザ光で厚み方向に穿孔するための穿孔部と、この穿孔によって樹脂成形品
内部の応力が開放されることにより生じる歪みを測定するための歪み測定部とを設けるも
のとする。
【００２７】
　本実施の形態は、樹脂成形品が結晶性熱可塑性樹脂の射出成形品の場合において特に効
果的である。射出成形品の成形の際には、一般に成形品表面付近では冷却が速く進み、内
部では比較的冷却がゆっくり進むため、金型内に注入された溶融樹脂の固化が不均一に進
行する。その結果、内部では表層に引っ張られるため引張応力が発生し、表層では内部に
引っ張られるため圧縮応力が発生する。実際の樹脂成形品における応力分布は、成形品の
形状や成形条件等によって応力分布は必ずしもはっきりした圧縮－引張の関係になるわけ
ではない。本実施の形態では、応力の種類や分布状態がどのようになっているのか、樹脂
成形品内部の所定の領域での残留応力分布、ならびに樹脂成形品内部の所定の位置での残
留応力を求めることができる。
【００２８】
　本実施の形態に用いる樹脂成形品は、所定の厚みを有する。本実施の形態は、樹脂成形
品内部の上記所定の厚みの方向での所定の位置での残留応力、及び厚み方向での所定の領
域での残留応力分布を求める。どのような樹脂成形品であっても、全ての方向に所定の厚
みを持つが、厚みの方向の決め方は特に限定されず、樹脂成形品内の所望の方向を上記厚
み方向に設定することができる。
【００２９】
　図１は、ｚ方向に延びる所定の厚みを有する樹脂成形品の、残留応力を測定する方向に
垂直な面を示す平面図である。本発明に用いる樹脂成形品は、図１（ａ）に示すように、
厚み方向に垂直な面に、樹脂成形品をレーザ光で厚み方向に穿孔するための穿孔部と、穿
孔したときにこの厚み方向に垂直な面に発生する歪みを測定するための歪み測定部とを設
ける。
【００３０】
　穿孔部は、上記垂直な面の中央部に設けられている。穿孔部は、穿孔部を有する上記垂
直な面から厚み方向（ｚ方向）に穿孔される。穿孔部は、図１に円で表しているが、特に
目印となるような模様等をつける必要はない。また、穿孔部は、上記垂直な面の中央部に
設ける必要はなく、所望の位置に設けることができる。
【００３１】
　歪み測定部は、上記穿孔部の周囲に三箇所設けられている。上記穿孔部が、レーザ光で
厚み方向に穿孔された際に、穿孔によって開放される応力により発生する歪みの量を測定
する。また、歪み測定部の数は特に限定されず、単数の歪み測定部であってもよいし、複
数の歪み測定部を設けてもよい。穿孔部と歪み測定部との位置関係は、特に限定されない
が異方的な残留応力を定量的に、最大主応力の値と方向、及び最小主応力の値と方向を評
価できるという理由から、穿孔部を３箇所の歪み測定部で囲うことが好ましい。
【００３２】
　樹脂成形品の所定の厚みは後述する通り、穿孔径の１．２倍以下であることが好ましい
。得られる残留応力がより正確になるからである。また、従来の方法では、厚みが３軸ロ
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ゼットタイプ歪みゲージ半径の１．２倍以下のような薄い樹脂成形品の厚み方向の残留応
力を測定することはＡＳＴＭでの保障範囲外であり、実質上困難であった。本実施の形態
によれば、上記のような非常に薄い厚みの樹脂成形品であっても、厚み方向の残留応力を
算出できる。
【００３３】
　後述する通り、樹脂成形品の厚みを所定の厚み以下にすることで、得られる残留応力の
値は、より正確なものになる。厚み方向（ｚ方向）に対称な形状を有し、厚み方向の長さ
がＬｚの樹脂成形品であれば、（１／２）Ｌｚまでの残留応力分布を求めれば、Ｌｚまで
の残留応力分布を求めることができる。樹脂成形品が厚み方向（ｚ方向）に対称な形状で
あれば、残留応力分布もｚ方向に対称になるためである。
【００３４】
　本実施の形態で使用する樹脂成形品に含まれる樹脂は、特に限定されず、従来公知の一
般的な樹脂を用いることができる。また、樹脂成形品には、複数の樹脂が含まれていても
よい。また、樹脂成形品には、ガラスファイバー等の強化材、タルク等の無機フィラー、
核剤、カーボンブラック、無機焼成顔料等の顔料、酸化防止剤、安定剤、可塑剤、滑剤、
離型剤及び難燃剤等の添加剤を添加して、所望の特性を付与した組成物を成形してなる樹
脂成形品も含まれる。このように、本実施の形態は、樹脂材料の種類によらず適用するこ
とができるため、候補となる複数の樹脂材料の中から適切な材料を選択する場合に好まし
く用いることができる。また、樹脂材料によらず同じ方法で残留応力を算出し比較するこ
とで、残留応力の使用材料による程度の差をより正確に評価することができる。
【００３５】
　樹脂成形品は、どのような成形法で成形されていても、どのような使用履歴のものであ
っても良いが、残留応力が発生しやすい射出成形法により成形されたものにおいて、特に
効果的である。また、本発明に用いる樹脂成形品は、所望の条件で成形することができる
。
【００３６】
　表面に穿孔部と歪みを測定できるところがあれば、単一の樹脂で作成されたものでも、
複数の樹脂もしくは樹脂と他材質とで積層されていても複合化されていても構わない。平
面状、湾曲状、屈折状等が組み合わさったどのような形状であっても構わない。
【００３７】
＜残留応力算出方法＞
　本実施の形態の残留応力算出方法は、穿孔部をレーザ光で厚み方向に、所定の第一穿孔
深さまで穿孔したときの、樹脂成形品の歪み量を測定し、得られた歪み量から上記穿孔に
より樹脂成形品に発生する第一応力を測定する第一応力測定工程と、穿孔部を厚み方向に
、所定の第二穿孔深さまで穿孔したときの、樹脂成形品の歪み量を測定し、得られた歪み
量からこの穿孔により樹脂成形品に発生する第二応力を測定する第二応力測定工程と、第
二応力から第一応力を差し引くことにより得られる差分を、第一穿孔深さと第二穿孔深さ
との中間深さにおける残留応力として算出する残留応力算出工程と、を備えている。
【００３８】
［第一応力測定工程］
　第一応力測定工程は、全く穿孔しない場合も含む。全く穿孔しない場合には、第一穿孔
深さは０になる。すなわち、第一穿孔深さは０以上である。全く穿孔しない場合には、歪
み量（δｒ１）も０になり、穿孔により樹脂成形品から開放される応力も０になるので、
第一応力は０になる。以下、第一穿孔深さｚ１が０の場合について説明する。なお、第一
穿孔深さｚ１が０でない場合には、以下の第二応力測定工程のようにして得られる応力が
第一応力になる。
【００３９】
［第二応力測定工程］
　第二応力測定工程では、穿孔部を厚み方向に、所定の第二穿孔深さまで穿孔したときの
、樹脂成形品の歪み量を歪み測定部で測定し、得られた歪み量から上記穿孔により樹脂成
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形品に発生する第二応力を測定する。以下、図を用いて第二応力測定工程を詳細に説明す
る。
【００４０】
　図２（ａ）には、穿孔前の樹脂成形品を示す。樹脂成形品１はｚ方向に長さＬｚ、ｘ－
ｙ断面が半径Ｒの円柱状の場合である。樹脂成形品１の上端面１１は、図１（ｂ）に示す
ようになっている。上端面１１は、図１に示すように半径Ｒの円形になっている。また、
上端面１１には穿孔部１１１と歪みゲージ１１２、１１２、１１２が設けられている。
【００４１】
　穿孔部１１１は、図１（ｂ）に示すように、半径ｒの円形であり、上端面１１の中央部
に設けられる。穿孔部１１１は、後述する通り、厚み方向（ｚ方向）に穿孔される部分で
ある。穿孔部１１１の径は、穿孔を形成するレーザ光のビーム径によって規定される。な
お、穿孔部１１１は、このレーザ光を用いて所望の形状、大きさに適宜変更して実施する
こともできる。
【００４２】
　歪みゲージ１１２、１１２、１１２は、図１（ｂ）に示すように、穿孔部１１１の周囲
に９０°、１３５°、１３５°の間隔で設けられる。歪みゲージ１１２、１１２、１１２
は、上記穿孔部１１１をレーザ光で厚み方向（ｚ方向）に穿孔した際に生じる、上端面１
１の穿孔部１１１を除いた部分（（Ｒ－ｒ）の部分）の歪み量を測定するための部位であ
る（（Ｒ－ｒ）を「歪み量を測定する部分」という場合がある）。歪みゲージ１１２、１
１２、１１２は、実施形態において歪み測定部にあたる。歪み測定部は、上記のような歪
みゲージに限定されず、穿孔部１１１を穿孔した際に生じる上端面１１の歪み量を測定で
きるものであればよい。例えば、樹脂成形品表面の変形を画像解析することにより歪み量
を算出するコリレーションシステム等を用いる間接的に歪み量を測定する方法であっても
よい。また、歪み量を測定する位置が平坦でない場合には、歪み量の測定を従来公知の三
次元画像解析方法により行うことができる。例えばコリレーションシステムでは、２台の
撮像装置を組み合わせることで、３次元測定が可能である。
【００４３】
　図２（ｂ）には、所定の第二穿孔深さまで穿孔したときの樹脂成形品の断面図を示す。
図２（ｂ）に示すように穿孔部１１１をレーザ光で厚み方向（ｚ方向）に深さｚ２だけ穿
孔する。
【００４４】
　この穿孔により、歪み量を測定する部分（Ｒ－ｒ）は、図２（ｂ）に示すように（Ｒ－
ｒ＋δｒ２）になりδｒ２だけ歪む。この歪み量は、上記歪みゲージ１１２、１１２、１
１２を用いて測定する。ここで、測定した歪み量は従来公知の方法で応力に変換すること
ができる。即ち、穿孔部１１１を厚み方向（ｚ方向）に深さｚ２穿孔した際に、樹脂成形
品から開放される樹脂成形品の内部応力を求めることができる。ここで得られる応力が第
二応力である。
【００４５】
［残留応力算出工程］
　残留応力算出工程では、上記第二応力から０（上記第一応力）を差し引くことにより得
られる差分を、上記穿孔部と上記第一穿孔深さとの中間深さにおける残留応力として算出
する。ここでの残留応力を第一の残留応力という場合がある。
【００４６】
　本実施の形態によれば、第一穿孔深さと第二穿孔深さとを調整することで所望の深さに
おける残留応力を求めることができる。即ち、樹脂成形品内の所望の位置での残留応力を
求めることができる。また、同じ深さにおける残留応力を求める場合であっても、第一穿
孔深さと第二穿孔深さとの間の距離を調整することで、求まる残留応力の精度を調整する
ことができる。また、第一穿孔深さと第二穿孔深さとの距離が短い方が、求まる残留応力
の正確性が高まる。例えば、ｚ２を調整することで、所望の位置での残留応力を求めるこ
とができる。また、ｚ２が短い方が、第二穿孔深さと第一穿孔深さの差が小さくなり、求
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まる残留応力の正確性が高まる。特に本実施の形態の残留応力算出方法は、樹脂成形品１
の厚み方向の長さＬｚが短い方が、厚み方向（ｚ方向）全ての位置で、より正確に残留応
力を測定することができる。厚みが薄ければ、穿孔される部分と歪み量測定部との位置が
近く、正確に歪み量を測定でき、その歪み量から得られる応力もより正確になるからであ
る。即ち、本実施の形態の残留応力算出方法は、残留応力の測定方向の厚みが薄いものに
適用することが好ましい。具体的には、厚み方向（ｚ方向）の長さＬｚは、穿孔する孔径
の１．２倍以下であることが好ましい。
【００４７】
　また、厚みが、大きいものであっても樹脂成形品が厚み方向（ｚ方向）に対称な形状で
あれば、得られる残留応力の算出結果は、より正確な結果になる。上述の通り、樹脂成形
品が厚み方向（ｚ方向）に対称な形状であれば、残留応力分布も厚み方向（ｚ方向）に対
称になるためである。
【００４８】
＜残留応力分布導出方法＞
　本実施の形態の残留応力分布導出方法は、上記残留応力算出方法に続けて行う発明であ
る。そこで、本実施の形態の残留応力分布導出方法について、上記残留応力算出方法での
説明に続けて、以下詳細に説明する。
【００４９】
　本実施の形態の残留応力分布導出方法は、上記残留応力算出方法により得られる第一残
留応力を算出した後に、上記第二穿孔深さｚ２から所定の第三穿孔深さｚ３までレーザ光
でさらに穿孔し、上記残留応力算出方法での第二応力測定工程と同様にして、上記樹脂成
形品に発生する第三応力を測定する第三応力測定工程と、上記第三応力から上記第二応力
を差し引くことにより得られる差分を、第二穿孔深さｚ２と第三穿孔深さｚ３との中間深
さにおける第二残留応力として算出する第二残留応力算出工程と、を備えている。さらに
、第三残留応力以降は、符号ｎを４以上の自然数として、第（ｎ－１）穿孔深さから所定
の第ｎ穿孔深さｚｎまでさらにレーザ光で穿孔し、上記第二応力測定工程と同様にして、
上記樹脂成形品に発生する第ｎ応力を測定する第ｎ応力測定工程と、第ｎ応力から第（ｎ
－１）応力を差し引くことにより得られる差分を、第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ－１）と
前記第ｎ穿孔深さｚｎとの中間深さにおける第（ｎ－１）残留応力として算出する第ｎ残
留応力算出工程を備えている。なお、第一残留応力算出工程から第（ｎ－１）残留応力算
出工程を順次行う。
【００５０】
［第三応力測定工程］
　第三応力測定工程では、上記第二応力測定工程後に、上記第二穿孔深さｚ２から所定の
第三穿孔深さまでさらにレーザ光で穿孔し、第二応力測定工程と同様にして、樹脂成形品
に発生する第三応力を測定する。以下に図を用いて第三応力測定工程について詳細に説明
する。
【００５１】
　第三応力測定工程では、図３（ａ）に示すように深さｚ２まで穿孔した部分をさらに厚
み方向（ｚ方向）に所定の深さまでレーザ光で穿孔する。穿孔後の穿孔深さが第三穿孔深
さであり、図３（ａ）に示すように、第三穿孔深さをｚ３とする。
【００５２】
　図３（ａ）に示すように、この第三応力測定工程における穿孔により、第二応力を測定
する際の歪み量δｒ２に加えて、さらにδｒ３だけ歪む。歪み量の測定は、第二応力測定
工程と同様の方法で行うことができる。さらに、第二応力測定工程と同様の方法で、この
第三応力測定工程での穿孔によって樹脂成形品から開放される応力を測定することができ
る。ここで得られる応力が第三応力である。
【００５３】
［第二残留応力算出工程］
　第二残留応力算出工程では、上記第三応力から上記第二応力を差し引くことにより得ら
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れる差分を、第二穿孔深さｚ２と第三穿孔深さｚ３との中間深さにおける残留応力（第二
残留応力）として算出する。上記第一残留応力は、厚み方向（ｚ方向）の深さｚ２／２で
の残留応力であり、第二残留応力は、厚み方向（ｚ方向）の深さ（ｚ２＋（ｚ３－ｚ２）
／２）での残留応力である。第二残留応力は、上記残留応力と同様にｚ２、ｚ３の深さを
調整することにより所望の位置での残留応力として求めることができる。このように、本
実施の形態の残留応力算出方法を用いることで、樹脂成形品１の厚み方向（ｚ方向）の所
望の２箇所での残留応力が求まる結果、厚み方向の残留応力の分布を得ることができる。
後述するように二箇所以上の点で残留応力を求めることにより、さらに詳細な残留応力分
布を導出することができる。
【００５４】
［第ｎ応力測定工程］
　第ｎ応力測定工程とは、第四応力以降を測定する工程であり、符号ｎを４以上の自然数
として、第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ－１）から所定の第ｎ穿孔深さｚｎまでさらにレー
ザ光で穿孔し、上記第二応力測定工程と同様にして、上記樹脂成形品から開放される第ｎ
応力を測定する工程である。
【００５５】
　第ｎ応力測定工程について、具体例を用いて説明する。符号ｎ＝４の場合を考えると、
第ｎ応力測定工程は、第四応力測定工程になる。この場合、第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ

－１）は、第三穿孔深さｚ３になり、第ｎ穿孔深さｚｎは第四穿孔深さｚ４になる。即ち
、第四応力測定工程では、上記残留応力算出方法により得られる第二残留応力を算出した
後に、上記第三穿孔深さｚ３から所定の第四穿孔深さｚ４までさらにレーザ光で穿孔し、
上記残留応力算出方法での第二応力測定工程と同様にして、上記樹脂成形品から開放され
る第四応力を測定する。第二残留応力の算出の後、樹脂成形品１は図３（ａ）に示すよう
になっている。図３（ｂ）に示すように、深さｚ３まで穿孔した部分をさらに厚み方向（
ｚ方向）に所定の深さまでレーザ光で穿孔する。穿孔後の穿孔深さが第四穿孔深さであり
、図３（ｂ）に示すように、第四穿孔深さをｚ４とする。
【００５６】
　図３（ｂ）に示すように、この第四応力測定工程における穿孔により、第三応力を測定
する際の歪み量δｒ２＋δｒ３に加えて、さらにδｒ４だけ歪む。この歪み量の測定は、
第二応力測定工程と同様の方法で行うことができる。さらに、第二応力測定工程と同様の
方法で、この第四応力測定工程での穿孔によって樹脂成形品１に発生する応力を測定する
ことができる。ここで得られる応力が第四応力である。
【００５７】
　次いで、第ｎ応力測定工程について、自然数ｎの場合について説明する。図４（ａ）に
は、樹脂成形品１を厚み方向に第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ－１）までレーザ光で穿孔し
、第（ｎ－２）残留応力を求めたときの樹脂成形品１の断面図を示す。本工程では、図４
（ａ）に示す深さｚ（ｎ－１）まで穿孔した部分をさらに厚み方向（ｚ方向）に所定の深
さまで穿孔する。図４（ｂ）に示すように、穿孔後の穿孔深さが第ｎ穿孔深さｚｎである
。
【００５８】
　図４（ｂ）に示すように、この第ｎ応力測定工程における穿孔により、第（ｎ－１）応
力を測定後の図４（ａ）に示す総歪み量に加えて、さらにδｒｎだけ歪む。この歪み量の
測定は、第二応力測定工程と同様の方法で行うことができる。さらに、第二応力測定工程
と同様の方法で、この第ｎ応力測定工程での穿孔によって樹脂成形品１に発生する応力を
測定することができる。ここで得られる応力が第ｎ応力である。
【００５９】
［第（ｎ－１）残留応力算出工程］
　第（ｎ－１）残留応力算出工程では、第三残留応力以降の残留応力を求める工程である
。より具体的には、符号ｎを４以上の自然数として、第ｎ応力から第（ｎ－１）応力を差
し引くことにより得られる差分を、第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ－１）と第ｎ穿孔深さｚ
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ｎとの間の中間深さにおける残留応力として第（ｎ－１）残留応力を算出する。
【００６０】
　第（ｎ－１）残留応力算出工程について、具体例を用いて説明する。符号ｎが４の場合
を考えると、第（ｎ－１）残留応力算出工程は、第三残留応力算出工程になる。この場合
、第（ｎ－１）応力は第三応力になり、第ｎ応力は第四応力になる。また、第（ｎ－１）
穿孔深さｚ（ｎ－１）は第三穿孔深さｚ３になり、第ｎ穿孔深さｚｎは第四穿孔深さｚ４

になる。したがって、第四応力から第三応力を差し引くことにより得られる差分を、第三
穿孔深さｚ３と第四穿孔深さｚ４との間の中間深さにおける第三残留応力として算出する
ことができる。
【００６１】
　次いで、第（ｎ－１）残留応力算出工程について、符号ｎが自然数ｎの場合について説
明する。本工程で算出される第（ｎ－１）残留応力は、第ｎ応力と第（ｎ－１）応力を差
し引くことにより得られる差分として求めることができる。この差分が、第（ｎ－１）穿
孔深さｚ（ｎ－１）と第ｎ穿孔深さｚｎとの間の中間深さにおける残留応力である。図４
（ｂ）に示すように、「第（ｎ－１）穿孔深さｚ（ｎ－１）と第ｎ穿孔深さｚｎとの間の
中間の位置」とは、（（ｚｎ－ｚ（ｎ－１））／２＋ｚ（ｎ－１））である。このように
最初の残留応力算出工程から第（ｎ－１）残留応力算出工程までを順次行うことで、樹脂
成形品の厚み方向（ｚ方向）の詳細な残留応力分布を得ることができる。
【００６２】
　図５に第一残留応力から第（ｎ－１）残留応力までの測定結果をもとに作成した残留応
力分布を示す。図５中において、第一応力を０、第二応力をＦ２、第三応力をＦ３、第（
ｎ－１）応力をＦ（ｎ－１）、第ｎ応力をＦｎとし、最初の残留応力をσ１、第二残留応
力をσ２、第三残留応力をσ３、第（ｎ－１）残留応力をσ（ｎ－１）とする。
【００６３】
　図５に示すように、樹脂成形品１が射出成形品の場合には、表層付近の残留応力σ１は
、圧縮応力になり、樹脂成形品の内部の残留応力であるσ２、σ３、σ（ｎ－１）は、引
張応力である。より適切な残留応力分布をより容易に得るためには残留応力を、厚み方向
に等しい間隔で導出することが好ましい。また、適切な残留応力分布を求めるために必要
となる残留応力の数は、特に限定されず、樹脂成形品の形状、使用材料等により異なるが
、一般的には、所定の厚み方向に５箇所以上の残留応力を求めることで、正確な所定の厚
み方向の残留応力分布を得ることができる。
【００６４】
　樹脂成形品の形状が厚み方向に対称な形状であれば、Ｌｚ／２までの残留応力分布を導
出することで、厚み方向（ｚ方向）全体の残留応力分布を導出することができる。樹脂成
形品が厚み方向（ｚ方向）に対称な形状であれば、残留応力分布もｚ方向に対称になるた
めである。
【００６５】
＜成形材料の検討＞
　実施形態発明の残留応力分布算出方法により導出される残留応力分布を用いれば、任意
の樹脂材料を成形してなる樹脂成形品において、樹脂成形品内の所定の領域での残留応力
分布を導出できる。さらに異方性のある材料を成形してなる樹脂成形品においても３方向
の歪みを算出することで、残留応力の異方性を定量的に評価できる。樹脂成形品は、着色
剤を含む着色品であっても、着色剤を含まない無着色品であってもよい。
【００６６】
＜成形条件の検討＞
　本実施の形態の残留応力分布導出方法により導出される残留応力分布を用いれば、好ま
しい射出成形の条件を容易に決定することができる。即ち、実施形態発明を用いることで
残留応力の少ない成形条件を容易に決定することができる。検討する成形条件は、樹脂成
形品内部の残留応力に影響を与えるものが好ましい。樹脂成形品内部の残留応力に影響を
与える成形条件としては、射出速度、金型温度等が挙げられる。
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【００６７】
＜成形品の形状の検討＞
　射出成形は、複雑な形状の成形品を作製する際に好適な成形方法である。このため、複
雑な形状の射出成形品は多く存在する。複雑な形状を持つ場合、複雑な形状の部分は、他
の部分と残留応力分布が異なる。本実施の形態は、残留応力分布の測定方向を様々な方向
に設定することができるため、複雑な形状の部分と、それ以外の部分とを分けて残留応力
分布を導出したり、成形品厚みによる残留応力分布の差を求めたりすることができる。し
たがって、本実施の形態は成形品の設計等の形状を検討する段階でも有用で、上記射出成
形条件の検討と併せて、所望の材料のデータを組み合わせることで残留応力の予測技術と
しての利用が可能である。既存の成形品に関しても、残留応力の小さい樹脂成形品を容易
に作製することができるとともに、成形品の故障解析における活用も可能である。
【００６８】
　ここでいう二次加工とは、樹脂成形品内部の残留応力を緩和するための加工である。樹
脂成形品内部の残留応力を緩和するための方法として、アニーリング処理が挙げられる。
従来、このアニーリング処理の効果の有用性を定量的に評価することができなかった。し
かし、本実施の形態を用いて、アニーリング処理前後の樹脂成形品内部の残留応力分布を
導出することで、アニーリング処理による残留応力の変化を確認することができる。その
結果、本実施の形態によれば、アニーリング処理の効果の有用性を定量的に評価すること
ができ、さらに、アニーリング処理の際の好ましい処理条件も容易に決定することができ
る。このように本実施の形態によれば、二次加工の有用性を定量的に評価することができ
る。
【００６９】
　残留応力が、樹脂成形品を使用するにあたり問題にならない、もしくは極力小さくなる
ように、使用する材料、形状、成形条件、成形品の二次加工等の樹脂成形品にかかわる設
定を行うといった製品設計を精度良く行うことが可能となる。また、製品を使用するにあ
たり、製品の残留応力をもとに短期もしくは長期破壊解析を行うことにより、精度良く故
障を未然に防ぐことが可能となる。
【００７０】
＜樹脂成形品の変形例＞
　上記の本実施の形態では、所定の厚みを有する樹脂成形品の厚み方向の残留応力を算出
する例について説明したが、これに限らず他の形状を有する樹脂成形品の所定の位置の所
定の方向に適用して残留応力を算出することもできる。以下では、これらに適用する場合
を変形例として説明する。
【００７１】
［第一変形例］
　図６は、第一変形例の樹脂成形品２の斜視図である。第一変形例の樹脂成形品２は、略
直方体の形状を有している。樹脂成形品２の表面には第一面２１、第二面２２、第三面２
３の三つの平面が含まれ、これら第一面２１、第二面２２、第三面２３は互いに直角に交
わり頂点２４を形成している。
【００７２】
　樹脂成形品２の頂点２４には穿孔部２１１が設けられ、穿孔部２１１は頂点２４を通る
三回回転対称軸２１５の方向にレーザ光を用いて穿孔される。本実施の形態では、前述の
ように短パルスレーザ光により穿孔を形成しているので、穿孔の形状や深さを高い精度で
制御することができる。また、短パルスレーザ光によるアブレーションを用いて穿孔を形
成しているため、穿孔部の周囲に及ぶ熱影響は小さく、残留応力を高い精度で算出するこ
とができる。
【００７３】
　樹脂成形品２の第一面２１、第二面２２、第三面２３には、それぞれ一つの歪みゲージ
２１２が穿孔部２１１を取り囲むように設けられている。樹脂成形品２の頂点２４の位置
における三回回転対称軸２１５の方向の内部の残留応力は、上述の本実施の形態の残留応
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力算出方法によって得られる。
【００７４】
　なお、樹脂成形品２の頂点から三回回転対称軸２１５の方向に穿孔したが、樹脂成形品
２の内部であれば所望の方向に穿孔して残留応力を得ることができる。また、樹脂成形品
２の頂点２４では第一面２１、第二面２２、第三面２３が互いに直角に交わったが、それ
ぞれ鋭角又は鈍角で交わる場合、三つ以上の平面が交わって頂点を形成する場合も同様で
ある。歪みゲージ２１２を設けずに、第一面２１、第二面２２、第三面２３における変形
を三次元画像解析などで画像解析することで歪み量を測定してもよい。
【００７５】
　ここで、樹脂成形品２における頂点２４の位置は、従来公知のドリルのような機械的手
段によっては穿孔が困難であった部位（機械穿孔困難部位）に該当する。これは、頂点２
４が尖っているために、ドリルなどの刃を頂点２４に正確に位置決めし、安定に保持して
穿孔するのが困難なためである。本実施の形態では、樹脂成形品２の表面であって、レー
ザ光を照射できるような位置であれば、頂点２４のような機械穿孔困難部位にかかわらず
穿孔部として所望の方向に穿孔することができる。
【００７６】
［第二変形例］
　図７は、第二変形例の樹脂成形品３の斜視図である。第２変形例の樹脂成形品３は、略
プリズム状の形状を有している。樹脂成形品３の表面には、第一面３１、第二面３２が含
まれ、これら第一面３１、第二面３２は互いに鋭角をなして交わり稜３３を形成している
。
【００７７】
　樹脂成形品３の稜３３には穿孔部３１１が設けられ、穿孔部３１１は稜３３を通る二回
回転対称軸３１５の方向にレーザ光を用いて穿孔される。第一面３１には二つの歪みゲー
ジ３１２が、第二面３２には一つの歪みゲージ３１２が、それぞれ穿孔部３１１を取り囲
むように設けられている。樹脂成形品３の稜３３の位置における二回回転対称軸３１５の
方向の内部の残留応力は、上述の本実施の形態の残留応力算出方法によって得られる。
【００７８】
　なお、樹脂成形品３の頂点から二回回転対称軸３１５の方向に穿孔したが、樹脂成形品
２の内部であれば所望の方向に穿孔して残留応力を得ることができる。また、樹脂成形品
２の稜３３では第一面３１、第二面３２が鋭角をなして交わったが、直角または鈍角をな
して交わる場合も同様である。歪みゲージ３１２を設けずに、第一面３１、第二面３２に
おける変形を三次元画像解析などで画像解析することで歪み量を測定してもよい。
【００７９】
　ここで、樹脂成形品３における稜３３の位置は、機械穿孔困難部位に該当する。これは
、稜３３が尖っているために、ドリルなどの刃を稜３３に正確に位置決めし、安定に保持
して穿孔するのが困難なためである。本実施の形態では、樹脂成形品３の表面であって、
レーザ光を照射できるような位置であれば、稜３３のような機械穿孔困難部位にかかわら
ず穿孔部として所望の方向に穿孔することができる。
【００８０】
［第三変形例］
　第段変形例では、樹脂成形品の形状の特性により、ドリルなどの機械的手段が穿孔部に
到達することが困難である。例えば、樹脂成形品が箱型で高い壁がある場合等では、底面
に対し垂直に穿孔しようとすると、底面の壁とのＬ字コーナー部付近では、穿孔器具が成
形品の壁と当たり、穿孔が困難であることがある。また、機械的手段の長さと比べて高い
壁を有する樹脂成形品の底面に穿孔しようとすると、機械的手段が高い壁に妨げられて底
面に到達できないことがある。
【００８１】
　これらの部位は、機械穿孔困難部位に該当する。この第三変形例では、このような穿孔
が困難であったり、機械的手段が到達できなかったりする機械穿孔困難部位についても、
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レーザ光が到達できる位置であれば所望の方向に穿孔することができる。内部の残留応力
は、上述の本実施の形態の残留応力算出方法によって得られる。
【００８２】
［第四変形例］
　第四変形例では、樹脂成形品の穿孔部における肉厚が小さく、例えばフィルム状の形状
を有している。成形部における肉厚は、例えば１μｍから１ｍｍの範囲にあってもよいし
、１０μｍから１００μｍの範囲にあってもよい。本実施の形態では、例えばパルス幅が
１０ピコ秒以下の短パルスレーザ光により穿孔を形成している。したがって、穿孔深さを
高い精度で制御することができ、穿孔部における肉厚が小さい場合にも所定の穿孔深さで
段階的に穿孔することができる。
【００８３】
　この第四変形例においても、樹脂成形品の穿孔部の周囲に歪みゲージを設けて歪み量を
測定し、穿孔深さの方向の内部の残留応力は、本実施の形態の残留応力算出方法によって
得られる。また、樹脂成形品の表面における変形を画像解析することで歪み量を測定して
もよい。
【００８４】
　ここで、第四変形例の樹脂成形品の穿孔部は、機械穿孔困難部位に該当する。これは、
穿孔部における肉厚が小さいため、ドリルなどによって所定深さの穿孔を形成するのが困
難なためである。本実施の形態では、樹脂成形品の表面であって、レーザ光を照射できる
ような位置であれば、肉厚の小さい機械穿孔困難部位にかかわらず穿孔部として所望の方
向に穿孔することができる。内部の残留応力は、上述の本実施の形態の残留応力算出方法
によって得られる。
【００８５】
［第五変形例］
　第五変形例では、樹脂成形品の全体又は測定を行う部分を特徴付けるサイズが小さい。
例えば、このサイズは１０μｍから１０ｍｍ範囲にあってもよいし、１００μｍから１ｍ
ｍの範囲にあってもよい。この場合、穿孔部に形成する穿孔の径は、例えば１μｍから１
ｍｍの範囲にあってもよいし、１０μｍから１００μｍの範囲にあってもよい。
【００８６】
　本実施の形態では、レーザ光を用いているため、ビーム径は光学的な集束手段を用いて
高い精度で制御することができる。例えば、ビーム径は１μｍから１ｍｍの範囲にするこ
とができ、１０μｍから１００μｍの範囲にすることもできる。これにより、穿孔の径を
高い精度で制御することができる。また、本実施の形態では、短パルスレーザ光を使用し
ているため、穿孔深さをも高い精度で制御することができる。
【００８７】
　この第五変形例において、サイズが小さいために樹脂成形品の穿孔部の周囲に歪みゲー
ジを設けることが困難な場合には、樹脂成形品の表面おける変形を画像解析することで歪
み量を測定してもよい。穿孔深さの方向の内部の残留応力は、上述の本実施の形態の残留
応力算出方法によって得られる。
【００８８】
　ここで、第五変形例の樹脂成形品の穿孔部は、機械穿孔困難部位に該当する。これは、
穿孔部を含む樹脂成形品のサイズが小さいため、ドリルなどによって所定深さの穿孔を形
成するのが困難なためである。本実施の形態では、樹脂成形品の表面であって、レーザ光
を照射して穿孔できるような位置であれば、樹脂成形品の全体や測定を行う部分のサイズ
にかかわらず穿孔部として所望の方向に穿孔することができる。
【００８９】
［第六変形例］
　第六変形例では、樹脂成形品は着色剤を含まず無着色である。このような無着色の樹脂
成形品は、所定の範囲の波長を有する光を透過するためにレーザ光による穿孔が困難であ
ることがある。本実施の形態では短パルスレーザ光を使用しているため、このような無着
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色の樹脂成形品に対してもアブレーションによる加工により穿孔を形成することができる
。したがって、例えば無着色の樹脂成形品にも高い精度で穿孔を形成することができる。
なお、無着色の樹脂成形品を透過しないような適切な波長のレーザ光を使用することもで
きる。
【００９０】
　この第六変形例においても、樹脂成形品の穿孔部の周囲に歪みゲージを設けて歪み量を
測定し、穿孔深さの方向の内部の残留応力は、上述の本実施の形態の残留応力算出方法に
よって得られる。また、樹脂成形品の表面おける変形を画像解析することで歪み量を測定
してもよい。ここで、無着色の樹脂成形品の表面を容易に認識できるように、特定の波長
を選択して画像解析を行ってもよい。
【実施例】
【００９１】
　以下、実施例及び比較例を示し、本実施の形態を具体的に説明するが、これらの実施例
に限定されるものではない。
【００９２】
　樹脂成形品の穿孔に用いる短パルスレーザ光としては、表１に示すような二種類のレー
ザ発生器を用意した。
【表１】

【００９３】
〔実施例１〕
　レーザ光で加工する樹脂成形品には、ポリプラスチックス社製のポリアセタール樹脂Ｄ
ＵＲＡＣＯＮ（登録商標）Ｍ９０－４４にカーボンブラック５％を添加して着色したもの
を材料として、標準的な成形条件にて射出成形を行い略板状の形状に成形したものを使用
した。
【００９４】
　表１に示した浜松ホトニクス製のレーザ発生器Ｌ１１５９０を用い、繰返し周波数５０
ｋＨｚ、照射パルス数１００、出力０．１Ｗ、パルス幅１．５ｐｓ、スポット径３０μｍ
のレーザ光を前記樹脂成形品の表面に深さ方向に照射した。
【００９５】
　このレーザ光の照射の結果、樹脂成形品の表面には、図８（ａ）に示すような穿孔が形
成された。図中の符号Ａには、比較のためにレーザ光の３０μｍのスポット径も示されて
いる。形成された穿孔は、穿孔深さが９３μｍであり、熱影響幅が６４μｍであった。熱



(16) JP 2017-111122 A 2017.6.22

10

20

30

影響幅／スポット径は、２．１であった。
【００９６】
　同様に、表１に示したＴＲＵＭＰＦ製のレーザ発生器ＴｒｕＭｉｃｒｏ５２５０を用い
、繰返し周波数５０ｋＨｚ、照射パルス数１００、出力０．１Ｗ、パルス幅６ｐｓ、スポ
ット径１５μｍのレーザ光を前記樹脂成形品の表面に深さ方向に照射した。
【００９７】
　このレーザ光の照射の結果、樹脂成形品の表面には、図８（ｂ）に示すような穿孔が形
成された。図中の符号Ａには、比較のためレーザ光の１５μｍのスポット径も示されてい
る。形成された穿孔は、穿孔深さが８３μｍであり、熱影響幅が４５μｍであった。熱影
響幅／スポット径は、３．０であった。
【００９８】
　この実施例１によると、本実施の形態の短パルスレーザ光を使用することにより、樹脂
成形品に穿孔を形成する結果が得られた。また、スポット径に対する熱影響幅は比較的小
さく抑えられている。ここで、パルス幅１．５ｐｓの浜松ホトニクス製のレーザ発生器Ｌ
１１５９０では熱影響幅／スポット径が２．１であったのに対し、パルス幅６ｐｓのＴＲ
ＵＭＰＦ製のレーザ発生器ＴｒｕＭｉｃｒｏ５２５０では熱影響幅／スポット径が３．０
であったことから、短パルスであるほど熱影響幅が小さく、有利であることが明らかにな
った。
【００９９】
〔実施例２〕
　レーザ光で加工する樹脂成形品には、ポリプラスチックス社製のポリアセタール樹脂Ｄ
ＵＲＡＣＯＮ（登録商標）Ｍ９０－４４に着色剤を添加しない無着色品を材料として、標
準的な成形条件にて射出成形を行い略板状の形状に成形したものを使用した。この樹脂成
形品は、無着色のために乳白色の外観であり、レーザ光による穿孔が比較的困難である。
【０１００】
　表１に示した浜松ホトニクス製のレーザ発生器Ｌ１１５９０を用い、繰返し周波数５０
ｋＨｚ、パルス幅１．５ｐｓ、平均出力０．５Ｗ、照射時間３ｓでレーザ光を前記樹脂成
形品の表面に深さ方向に照射した。図９（ａ）に示すように、このレーザ光の照射の結果
、樹脂成形品の表面に穿孔が形成された。
【０１０１】
〔比較例１〕
　実施例２と同様の樹脂成形品に対し、表２に示すミヤチ製のレーザ発生器ＭＬ－７３５
０ＤＬを用い、繰返し周波数５０ｋＨｚ、パルス幅１５０ｎｓ、平均出力４０Ｗ、照射時
間３ｓでレーザ光を前記樹脂成形品の表面に深さ方向に照射した。図９（ｂ）に示すよう
に、このレーザ光の照射にかかわらず樹脂成形品の表面には穿孔が形成されなかった。
【０１０２】
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【表２】

【０１０３】
　実施例２と比較すると、レーザ光による穿孔が比較的困難な無着色品に対しては、同じ
周波数で同じ時間照射し、平均出力が８０倍である（照射時間が同じなので、照射された
エネルギー量が８０倍となる）にもかかわらず、穿孔がされていない。このことから、実
施例２のような短パルスレーザによるレーザ光が無着色品への穿孔の形成に有効なことが
明らかになった。
【０１０４】
〔実施例３〕
　図１０（ａ）に示すように、レーザ光で加工する樹脂成形品４には、ポリプラスチック
ス社製のポリアセタール樹脂ＤＵＲＡＣＯＮ（登録商標）Ｍ９０－４４にカーボンブラッ
ク５％を添加して着色したものを材料として、標準的な成形条件にて射出成形を行い縦４
９ｍｍ、横６８ｍｍ、厚さ３ｍｍの略板状の形状に成形したものを使用した。
【０１０５】
　表２に示したミヤチ製のレーザ発生器ＭＬ－７３５０ＤＬを用い、繰返し周波数５０ｋ
Ｈｚ、スキャン速度１６０ｍｍ／ｓ、平均出力０．１Ｗ、パルス幅１５０ｎｓ、スポット
径５８μｍのレーザ光を樹脂成形品４の表面４１で右辺から３４ｍｍ、下辺から２４ｍｍ
の位置において深さ方向に照射し、図１０（ｂ）に示すような径１．５ｍｍの０．２ｍｍ
クロスメッシュを形成して穿孔４１１を形成した。樹脂成形品４の表面４１において穿孔
４１１の中心から１．５ｍｍ離間するように、穿孔４１１の左側に歪みゲージ４１２を設
けた。なお、２つの樹脂成形品４について同様の試験を行った。
【０１０６】
　このレーザ光の照射の結果、樹脂成形品４の表面４１に形成された穿孔４１１の深さと
歪みゲージ４１２で測定した歪みとの関係を図１１に折線ａ、ｂで示す。図１１に示すよ
うに、折線ａ、ｂのいずれの場合も、測定された歪みは穿孔４１１の深さに応じて単調に
増加している。また、折線ａ、ｂに対応する２つの樹脂成形品４について、いずれもほぼ
同等の結果であり、高い再現性が確認された。したがって、レーザ光による穿孔において
は、優れた測定精度を得られることが明らかになった。
【０１０７】
〔比較例２〕
　実施例３と同様の２つの樹脂成形品４に対し、レーザ光に代わってドリルを用いて表面
４１に穿孔４１１を形成した。この場合、穿孔４１１の深さと歪みゲージ４１２で測定し
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た歪みとの関係を図１２に折線ａ、ｂで示す。図１２に示すように、折線ａ、ｂのいずれ
の場合も、測定された歪みは穿孔４１１の深さに応じて階段状に概ね増加しているが単調
増加ではない。また、折線ａ、ｂに対応する２つの樹脂成形品４の結果の差も大きいこと
が確認された。したがって、ドリルによる穿孔においては、レーザ光による穿孔に比べ、
測定精度が劣るものと考えられる。
【符号の説明】
【０１０８】
１、２、３、４　樹脂成形品
１１１、２１１、３１１、４１１　穿孔部
１１２、２１２、３１２、４１２　歪みゲージ 

【図１】 【図２】
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